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第 3 に，法律学においては，因果関係の判断基準として，一般に conditiosine qua non の理論が使用されている












第 7 に，ローマ法における「流出投下物訴権」について論ず、るO そして，現代における「流出投下物訴権」の行方
を追跡することによって，わが民法における団体責任の問題を最後に論ずることにする。
(二) 論旨と結論
(1) C. S. q. n. の理論は，必要条件的因果関係から出発して，十分条件的因果関係を推論する論理的に正しい第











2 に， r一般的因果関係」が，具体的事件で実際に妥当していることである。すなわち， r一般的因果関係」に，具体
的事件が包摂されることである(具体的因果関係)。
(2) 共同不法行為についての民法719条の規定は，以下のように解すべきである。民法719条 1 項前段及び同条 2
項は， r意識されかっ意欲された共同」によってなされた共同不法行為を規定しているので，故意の共同である主観
的関連共同と，分業的になされた因果関係上の関連共同である客観的関連共同との二つの関連共同を要件としている。
民法719条 1 項前段および同条 2 項の共同不法行為は，故意の共同を要件とするため， r過剰」の問題が生ずることが
あきらかになった。これに対して，民法719条 1 項後段は，偶然的な因果関係上の関連共同(客観的関連共同)のみ







































































































本論文で展開される理論は，民法719条の立法上の過誤の発見 sine qua non の理論に対する根本的な批判につ
いては，ローマ法の遡る歴史的研究，及びドイツ民法の制定過程から現代のドイツ民法及びドイツ刑法学の最先端の
学説・判例の紹介・検討とそれに基づく歴史的及び比較法的研究方法に裏打ちされており，また，相互保証理論に基
づく連帯債務理論の完成に至る過程では，フランス民法学及びドイツ民法学最先端の学説・判例の検討と，それに基
づく比較法的研究方法が存分に使われており，いずれも，豊富な文献に支えられた比較法研究の成果であるというこ
とができる。
以上述べたところから明らかなように，本論文は，博士(法学)に十分に値するものと判断する。
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